  2.-2電子保安基準適合証 及び 保安基準適合標章の
交付業務取扱要領

（目　　的）
第１条　この要領は、電子保安基準適合証（以下「電子保適」という。）及び保安基準適合標章（以下「適合標章」という。）の取扱業務に関する実施細目を定め、業務の適正かつ能率的な運用を図ることを目的とする。
（総　　則）
第２条　電子保適及び適合標章の交付業務を行う者は、その職務の重要性について十分認識し、法及び関係法令並びに関係通達等に精通し、厳正な態度で職務を遂行しなければならない。
（電子保適の作成にかかる権限）
第３条　電子保適の作成にかかる権限は（１）から（５）とし、それぞれ固有の識別番号（ＩＤ）及び暗証番号（パスワード）を定め付与するとともに、適切に管理し、当該番号が不正に使用されないための措置を行う。
　　（１）指定整備事業者の事業場を管理する権限（事業場管理責任者）　
　　（２）指定整備事業者の事業場の職員を管理する権限（事業場管理責任者）
：当該事業場の社員の管理　　　　
（３）電子保適にかかる情報を登録する権限（事業場管理責任者・適合証交付代務者）
：電子保適情報の管理
（４）自動車検査員にかかる権限：自動車検査員項目の入力
（５）電子保適にかかる情報を起票及び入力する権限（事業場管理責任者・適合証交付代務者・自動車検査員・その他事業場職員）：電子保適情報の起票・入力
（電子保適及び適合標章の交付者）
第４条　電子保適及び適合標章の交付に関する業務は、事業場管理責任者又は適合証交付代務者が行う。
　　２　適合証交付代務者は、事業場管理責任者が不在の場合に電子保適及び適合標章を交付す
るものとする。
　　３　事業者は適合証交付代務者を定めたときは、「保安基準適合証及び保安基準適合標章の交付業務の委任について」（別紙15）により権限の委任を行うものとする。
（登録情報処理機関に提供する情報及びシステムへの入力）
第５条　法第９４条の５第２項、第３項の保安基準適合証の交付に代えて、電磁的方法により登録情報処理機関に提供する情報は以下の事項とし、情報提供が可能なシステムへの入力により行うものとする。
　　（１）交付番号
　　（２）電子保適の交付日、事業者の氏名又は名称、事業場の名称及び所在地
　　（３）検査年月日
法第９４条の５第４２項の点検及び検査が複数日にまたがる場合の検査の年月日は、最後に検査の実務を行った年月日とし、当該自動車検査員の権限で入力する。
　　（４）検査員の氏名
法第９４条の５第４項の点検及び検査を行った自動車検査員の氏名とし、当該検査員の権限により入力を行う。また、同項の点検及び検査を複数の自動車検査員が分担して行った場合、それぞれの検査員の氏名とする。なお、システム上での複数検査員の人数制限（５人）を上回っていないか確認すること。）
　　（５）自動車登録番号又は車両番号及び車台番号
　　（６）使用者の氏名又は名称及び住所
予備検査にあっては所有者の氏名又は名称及び住所とする。
　　（７）乗車定員、最大積載量、用途、車両総重量
　　（８）保険期間
保険証明書の保険期間（自動車損害賠償責任共済証明書の場合は、共済期間）。なお、システム上での保険証明書情報の入力上限を超えていないか確認すること。
　　（９）事業者に付された指定番号に基づく整備工場コード
（適合標章の記載等）
第６条　適合標章の有効期間起算日を表示する欄及び自動車登録番号又は車両番号欄は、プリンタ等により黒色で印字する。
　　２　適合標章の有効期間が満了する日を表示する欄には、所定のゴム印又はプリンタを用いて、赤色又は黒色により明瞭に押印又は印字する。
　　３　適合標章には、第５条（１）から（８）と同一の情報をプリンタにより印字する。この場合は、自動車検査員は押印することを要しない。
　　４　適合標章となるべき用紙は、専用紙を使用する。
（電子保適及び適合標章の交付等）
第７条　電子保適及び適合標章を交付した場合は、電子保適及び適合標章の交付番号を指定整備記録簿に記載する。
２　事業場管理責任者又は適合証交付代務者は、次の事項を確認した後でなければ電子保適及び適合標章を交付してはならない。
（１）自動車検査証の記載事項又は登録識別情報等通知書（一時抹消登録証明書）、自動車検査証返納証明書に記載された構造等に関する事項と電磁的方法で入力された記載事項が相違していないこと。
　　　（２）電子保適及び適合標章には、完成検査を行った自動車検査員の氏名及び検査年月日の印字があること。
　　　（３）電子保適及び適合標章を交付する日が、当該電子保適に入力されている検査年月日から１５日以内であること｡
　　　（４）電子保適の有効期間を最大に使用した場合における、更新されるべき自動車検査証の有効期間の全部との重複をe-JIBAI等で確認し、e-JIBAI等を使用しない場合は、保険証明書の確認をすること。
　　　（５）指定整備記録簿に点検整備の内容、検査の結果、依頼事項等の処理が確実に記載してあり、記載内容が適切であること。
　　　　（６）部品出庫伝票等により適切に部品が出庫されていること。
　　　３　電子保適に入力の誤りがあった場合には、すみやかに訂正すること。
４　適合標章に誤りや印刷不良、汚損、棄損等が生じたときは、朱抹して２年間保管すること。　
５　適合標章を交付した場合は、自動車使用者に次の事項について指導すること。
（１）適合標章は、有効期間を表示した面を自動車の前方から見易いようにして運転車の視
野を妨げない適切な位置に表示すること。
（２）適合標章は、紛失、汚損、棄損等を防止するためカードケース等に収納して表示する
こと。
（３）適合標章を表示して運行する場合は、保険証明書を備え付けておくこと。
（４）適合標章の有効期間が満了する日までには、自動車検査証及び検査標章の交付を受け
ること。
６　法第９４条の５第２項における依頼者からの承諾は、書面等により２年間保存すること。
（電子保適・適合標章の管理）
第９条　適合標章専用紙綴は、事業場管理責任者が適切に保管し適合標章の交付状況を把握すること。
２　事業場管理責任者は、適合標章専用紙綴の授受出納簿（別紙）（以下「授受出納簿」という。） を作成し、適合標章専用紙綴数の収受状況を明確に把握すること。また、授受出納簿の備考欄に朱抹した用紙番号を記載し明確にしておくこと。
３　適合証標章専用紙を自動車整備振興会から収受する場合は、授受出納簿を提示して確認を受けること。
４　電子保適及び適合標章の不正使用防止については、次により行うものとする。
　（１）事業者は、自動車検査員の出勤状況を出勤簿等に確実に記録し２年間保存すること。
　（２）適合標章専用紙綴を紛失したときは、直ちに山口運輸支局に報告し指示を受けること。
５　道路運送車両法第９８条（不正使用等の禁止）に規定する次の事項を遵守すること。
（１）何人も行使の目的をもって「適合標章」を偽造し、若しくは変造し、又は偽造若しくは変造に係るこれらの物を使用してはならない。
　（２）何人も行使の目的をもって「適合標章」に紛らわしい外観を有する物を製造し、又はこれらの物を使用してはならない。
　（３）「適合標章」は、当該自動車以外に使用してはならない。















【電子適合証用】適合標章綴授受出納簿　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　授受出納簿　　　　　　　　　（別紙）
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